大阪府条例第　　　号

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例
第一条　職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（給料）

第二条　職員（非常勤職員（法第二十八条の五第

一項、地方公務員の育児休業等に関する法律
（平成三年法律第百十号。以下「育児休業法」
という。）第十八条第一項又は一般職の任期付
職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府
条例第八十六号）第四条各項の規定により採用
された職員を除く。以下同じ。））には、職員
の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成
七年大阪府条例第四号。以下「勤務時間条例」
という。）第二条から第四条までの規定により
定められる勤務時間（以下「正規の勤務時間」
という。）による勤務に対し、給料を支給する。

（職務の分類）

第四条　職員（指定職給料表の適用を受ける職員を除く。）の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づき、これを給料表に定める職務の級に分類するものとし、その分類の基準となるべき標準的な職務の内容は、等級別基準職務表（別表第七）に定めるとおりとする。

２　前項に規定するもののほか、等級別基準職務表（別表第七）下欄に掲げる基準となる職務とその複雑、困難及び責任の度が同程度の職務で人事委員会規則で定めるものは、それぞれの職務の級に分類するものとする。

（へき地手当）

第十七条　へき地手当は、交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地に所在する小学校、中学校、義務教育学校及び高等学校並びに学校給食法（昭和二十九年法律第百六十号）第六条に規定する施設（以下「共同調理場」という。）（以下これらを「へき地学校」と総称する。）並びにこれに準ずる学校及び共同調理場に勤務する職員に対して支給する。

２―５　（略）
（義務教育等教員特別手当）

第二十四条の三　義務教育等教員特別手当は、義務教育諸学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に規定する小学校、中学校、義務教育学校又は特別支援学校の小学部若しくは中学部をいう。）に勤務する教育職員に対して支給する。

２―４　（略）

（教職調整額）

第二十六条の三　義務教育諸学校等（学校教育法に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は特別支援学校をいう。）に勤務する第二十四条の三第四項の教育職員（高等学校等教育職給料表又は小学校・中学校教育職給料表の適用を受ける者に限る。）のうちその属する職務の級がこれらの給料表の一級、二級又は特二級である者には、その者の給料月額の百分の四に相当する額の教職調整額を支給する。

２・３　（略）
別表第４　教育職給料表（第３条関係）

　イ　（略）

　ロ　（略）
（略）

　　備考

　１　この表は、小学校、中学校又は義務教育学校に勤務する校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、講師、助教諭及び養護助教諭並びに人事委員会規則で定める職員に適用する。

　２　（略）


	（給料）

第二条　職員（非常勤職員（法第二十八条の五第

一項、地方公務員の育児休業等に関する法律

（平成三年法律第百十号。以下「育児休業法」

という。）第十八条第一項又は一般職の任期付

職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府

条例第八十六号）第四条各項の規定により採用

された職員を除く。以下同じ。）には、職員の

勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成七

年大阪府条例第四号。以下「勤務時間条例」と

いう。）第二条から第四条までの規定により定

められる勤務時間（以下「正規の勤務時間」と

いう。）による勤務に対し、給料を支給する。

（職務の分類）
第四条　職員（指定職給料表の適用を受ける職員を除く。）の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づき、これを給料表に定める職務の級に分類するものとし、その分類の基準となるべき標準的な職務の内容は、人事委員会規則で定める。

（へき地手当）
第十七条　へき地手当は、交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地に所在する小学校、中学校及び高等学校並びに学校給食法（昭和二十九年法律第百六十号）第六条に規定する施設（以下「共同調理場」という。）（以下これらを「へき地学校」と総称する。）並びにこれに準ずる学校及び共同調理場に勤務する職員に対して支給する。

２―５　（略）
（義務教育等教員特別手当）
第二十四条の三　義務教育等教員特別手当は、義務教育諸学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に規定する小学校、中学校又は特別支援学校の小学部若しくは中学部をいう。）に勤務する教育職員に対して支給する。
２―４　（略）
（教職調整額）

第二十六条の三　義務教育諸学校等（学校教育法に規定する小学校、中学校、高等学校又は特別支援学校をいう。）に勤務する第二十四条の三第四項の教育職員（高等学校等教育職給料表又は小学校・中学校教育職給料表の適用を受ける者に限る。）のうちその属する職務の級がこれらの給料表の一級、二級又は特二級である者には、その者の給料月額の百分の四に相当する額の教職調整額を支給する。
２・３　（略）
別表第４　教育職給料表（第３条関係）

　イ　（略）

　ロ　（略）
（略）

　　備考

　１　この表は、小学校又は中学校に勤務する校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、講師、助教諭及び養護助教諭並びに人事委員会規則で定める職員に適用する。

　２　（略）



	
	


別表第六の次に次の一表を加える。

別表第七　等級別基準職務表（第四条関係）

一　行政職給料表等級別基準職務表
	職務の級
	基準となる職務

	１級
	主事又は技師の職務

	２級
	副主査の職務

	３級
	主査の職務

	４級
	１  課長補佐の職務

２　出先機関の課長の職務

	５級
	１　本庁又は委員会等の参事の職務

２　出先機関の次長の職務（他の職務の級に定めのあるものを除く。）

	６級
	１　本庁又は委員会等の課長の職務

２　出先機関の長の職務（他の職務の級に定めのあるものを除く。）

	７級
	１　本庁又は委員会等の次長又は副理事の職務

２　相当大規模な出先機関又は相当困難な事務を所掌する出先機関の長の職務

３　大規模な出先機関又は困難な事務を所掌する出先機関の次長の職務

	
	１　本庁の部長又は理事の職務

	８級
	２　会計管理者の職務

３　委員会等の事務局長の職務

４　大規模な出先機関又は困難な事務を所掌する出先機関の長の職務


備考

１　この表において「出先機関」とは、地方自治法第百五十六条第一項の規定により法

律又は別に条例で設けられた行政機関をいう。
２　この表において「本庁」とは、地方自治法第百五十八条第一項の規定により条例で

設けられた内部組織及び同法百七十一条第五項の規定により規則で設けられた組織を
いう。

３　この表において「委員会等」とは、地方自治法第百三十八条第一項の規定により議

会に置かれる事務局並びに同法第百三十八条の四第一項の規定により置かれる委員会

及び委員の事務局をいう。

二　研究職給料表等級別基準職務表
	職務の級
	基準となる職務

	１級
	研究員の職務（他の職務の級に定めのあるものを除く。）

	２級
	高度な研究を主任する研究員の職務

	３級
	担任する研究を総括する研究員の職務

	４級
	研究所、試験場その他の試験研究機関の所長、副所長又は部長の職務


三　医療職給料表（一）等級別基準職務表
	職務の級
	基準となる職務

	１級
	技師の職務

	２級
	保健所の課長補佐又は主査の職務

	３級
	保健所の所長の職務（他の職務の級に定めのあるものを除く。）又は参事の職務

	４級
	高度の知識又は経験を必要とする保健所の所長の職務

	５級
	１　本庁の部長の職務
２　特に高度の知識又は経験を必要とする保健所の所長の職務


四　医療職給料表（二）等級別基準職務表
	職務の級
	基準となる職務

	１級
	技師の職務

	２級
	副主査の職務

	３級
	保健所の主査の職務

	４級
	保健所又は家畜保健衛生所の課長の職務

	５級
	家畜保健衛生所の所長の職務


五　医療職給料表（三）等級別基準職務表
	職務の級
	基準となる職務

	１級
	技師の職務

	２級
	副主査の職務

	３級
	主査の職務

	４級
	課長補佐の職務

	５級
	参事の職務


六　高等学校等教育職給料表等級別基準職務表
	職務の級
	基準となる職務

	１級
	１　高等学校又は特別支援学校の講師（人事委員会規則で定める職を除く。）、

助教諭若しくは養護助教諭の職務又は実習助手の職務（他の職務の級に定めのあるものを除く。）
２　特別支援学校の寄宿舎指導員の職務（他の職務の級に定めのあるものを除
く。）

	２級
	１　高等学校又は特別支援学校の教諭の職務又は養護教諭若しくは栄養教諭の職務（他の職務の級に定めのあるものを除く。）

２　高等学校又は特別支援学校の実習助手（担任する事務を総括する実習助手に限る。）の職務

３　特別支援学校の寄宿舎指導員（担任する事務を総括する寄宿舎指導員に限

る。）の職務

４　指導主事又は社会教育主事の職務（他の職務の級に定めのあるものを除く。）

５　１の職務とその複雑及び困難の度が同程度の職務で人事委員会規則で定め

るもの

	特２級
	１　高等学校又は特別支援学校の主幹教諭の職務

２　高等学校又は特別支援学校の指導教諭、養護教諭（養護教諭その他の職員に

対して、教育指導の改善及び充実のために必要な指導及び助言を行う養護教諭

に限る。）又は栄養教諭（栄養教諭その他の職員に対して、教育指導の改善及

び充実のために必要な指導及び助言を行う栄養教諭に限る。）の職務

	３級
	１　高等学校又は特別支援学校の教頭の職務

２　相当高度の知識又は経験を必要とする指導主事又は社会教育主事

	４級
	１　高等学校又は特別支援学校の校長の職務

２　高度の知識又は経験を必要とする指導主事又は社会教育主事


七　小学校・中学校教育職給料表等級別基準職務表
	職務の級
	基準となる職務

	１級
	小学校、中学校又は義務教育学校の講師（人事委員会規則で定める職を除く。）、助教諭又は養護助教諭の職務

	２級
	１　小学校、中学校又は義務教育学校の教諭の職務又は養護教諭若しくは栄養
教諭の職務（他の職務の級に定めのあるものを除く。）
２　指導主事又は社会教育主事の職務（他の職務の級に定めのあるものを除く。）
３　１の職務とその複雑及び困難の度が同程度の職務で人事委員会規則で定めるもの

	特２級
	１　小学校、中学校又は義務教育学校の主幹教諭の職務

２　小学校、中学校又は義務教育学校の指導教諭、養護教諭（養護教諭その他の

職員に対して、教育指導の改善及び充実のために必要な指導及び助言を行う養

護教諭に限る。）又は栄養教諭（栄養教諭その他の職員に対して、教育指導の
改善及び充実のために必要な指導及び助言を行う栄養教諭に限る。）の職務

	３級
	１　小学校、中学校又は義務教育学校の副校長又は教頭の職務

２　相当高度の知識又は経験を必要とする指導主事又は社会教育主事

	４級
	１　小学校、中学校又は義務教育学校の校長の職務

２　高度の知識又は経験を必要とする指導主事又は社会教育主事


八　公安職給料表等級別基準職務表
	職務の級
	基準となる職務

	１級
	巡査の職務

	２級
	巡査長の職務

	３級
	主任の職務

	４級
	係長の職務

	５級
	１　所属長補佐の職務

２　警察署の課長の職務（他の職務の級に定めのあるものを除く。）

	６級
	１　管理官の職務

２　大規模な警察署又は困難な事務を所掌する警察署の課長の職務

	７級
	１　調査官の職務

２　警察署の副署長の職務

	８級
	１　所属長の職務

２　警察署の署長の職務


第二条　職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	別表第４　教育職給料表（第３条関係）

　イ　（略）

（略）

　　備考

　１　この表は、高等学校若しくは特別支援学校に勤務する校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、講師、助教諭、養護助教諭、実習助手及び寄宿舎指導員又は学校教育法第71条の規定により高等学校における教育と一貫した教育を施す中学校に勤務する職員で人事委員会規則で定めるもの並びに人事委員会規則で定める職員に適用する。

　２・３　（略）

ロ　（略）

（略）

　　備考

　１　この表は、小学校、中学校又は義務教育学校に勤務する校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、講師、助教諭及び養護助教諭（高等学校等教育職給料表の適用を受ける職員を除く。）並びに人事委員会規則で定める職員に適用する。

　２　（略）

	別表第４　教育職給料表（第３条関係）

　イ　（略）

（略）

　　備考

　１　この表は、高等学校又は特別支援学校に　勤務する校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、講師、助教諭、養護助教諭、実習助手及び寄宿舎指導員並びに人事委員会規則で定める職員に適用する。

　２・３　（略）

ロ　（略）

（略）

　　備考

　１　この表は、小学校、中学校又は義務教育学校に勤務する校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、講師、助教諭及び養護助教諭並びに人事委員会規則で定める職員に適用する。

　２　（略）


	
	


附　則
　この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、第二条の規定は、平成二十九年一月一日から施行する。
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